
Ｐ５コーナーＰ５コーナー
（株）Ｐ５では、経営計画策定、保険・不動

産等の資産運用、相続対策業務、パソコ

ンの購入及び指導、貴社のホームページ

の作成・ドメインの取得、計算書類の公告

のお手伝いをしております。

退職所得の源泉徴収票の提出

本誌5月号（427号）でお知らせした

退職所得の源泉徴収票の続報です。

今回は、税務署などへの提出につい

てお話しします。これは令和7年度改正

により、「退職所得の源泉徴収票・特

別徴収票」を税務署等に提出しなけれ

ばならない範囲が、“役員のみ”から

“全ての居住者”、すなわち従業員、

に拡大されました。

すなわち令和8年支給分の退職金から

支払者（会社等）はそれぞれの者の源

泉徴収票（所法226②）を所轄税務署長

と市区町村長に提出する必要がありま

す。

「退職所得の源泉徴収票」は、原則

として、退職手当等を受給する者の退

職後1か月以内に、支払者は受給者に交

付するとともに、所轄税務署長、市区

町村長（支払年の1月1日現在の受給者

の住所地）に、それぞれ1枚ずつ提出し

ます（所規94 ①ほか）。

現行では、所轄税務署長に提出する

この「退職所得の源泉徴収票」につい

ては、例外として、その年中に退職し

た受給者分を取りまとめて翌年1月31日

までに提出できる取扱いが設けられて

いますので、通常、支払者は、退職す

る度に所轄税務署長に提出しないで1年

分をまとめて提出していると思います。

改正後も、この取扱いは存続される

とのことで、従業員分を含めて提出す

るのは、来年（令和8年）支払分からで、

この源泉徴収票を翌年令和9年1月31日

までに提出することになります。

毎月掲載予定の台風の発生件数です。

台風の発生件数(気象庁）

6月に今年の台風が発生しました。

事務所・Ｐ５より・・

西暦 年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年間

2025 2 2
2024 2 2 6 8 3 4 1 26
2023 1 1 1 3 6 2 2 1 17
2022 2 2 2 5 7 5 1 1 25
2021 1 1 1 2 3 4 4 4 1 1 22
2020 1 1 8 3 6 3 1 23
2019 1 1 1 4 5 6 4 6 1 29
2018 1 1 1 4 5 9 4 1 3 29
2017 1 1 8 6 3 3 3 2 27

編集後記 今月も、この通信に書く内容が思い浮かばず、無理矢理ほかに

まとめていたもので済ませてしまいました。事前に用意しておけば良いのに

とは思うのですが、書き始めた途端に時間が無く、今月も 取り急ぎ で済

ませてしまいました。 編集発行 株式会社プランニングファイブ(P5)
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令和7年７月１日
令和6年司法統計年報

先月6月から高温多湿の暑い日が続い

ています。もちろんこれは世界的な現

象で、隣の国の韓国や欧州からも、至

る所から報告されています。特にスペ

インやポルトガルのヨーロッパ大陸で

は熱波(Heatwave）が続いています。日

本だけではないとはいえ、厳しく暑く

危険な気候は、まだ数ヶ月は続きそう

です。

さて、6月23日に令和6年「司法統計

年報」が公表されました。月報速報は

すぐに公表されますが、年報は半年近

く後になります。年報の「3家事事件」

からの紹介です。

遺言についての推移です。

公正証書・遺言書保管・遺言書検認件数

上表の自筆証書遺言書の保管制度は、

令和2年7月から開始されましたので

作成年
公正証書作

成件数
遺言書保管

件数
遺言書の検

認件数

平成３０年 110,471 0 17,487

令和１年 113,137 0 18,625

令和２年 97,700 12,576 18,277

令和３年 106,028 16,954 19,576

令和４年 111,977 16,764 20,500

令和５年 118,981 19,303 22,314

令和６年 128,378 23,382 23,436

COVID-19が発生した令和2年からの
件数になっています。保管制度の利用

者は増加しています。

公正証書遺言の利用も増加傾向です。

遺言書の検認(家庭裁判所に申請）は、

亡くなられた後に発生しますが、毎年

5％程度増加しています。

特別寄与にかかる事件数

特別寄与の制度は、令和元年7月から

施行され、相続人以外の親族の被相続

人に対する寄与を認める制度です。裁

判所の関与した件数ですので、実際は

かなりあると思われます。

また相続の限定承認の件数は、700件。

相続放棄は令和6年に30万件を超えてこ

ちらも増加しています。

HPリンク⇒

下線部分は元資料にリ

ンクできます。

調停件数 審判件数

令和元年 4 1

令和２年 298 21

令和３年 243 61

令和４年 273 40

令和５年 255 52

令和６年 247 94
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https://www.aemet.es/es/portada
https://www.ipma.pt/pt/index.html
https://www.courts.go.jp/toukei_siryou/shihotokei_nenpo/index.html
https://www.courts.go.jp/toukei_siryou/shihotokei_nenpo/index.html
https://www.koshonin.gr.jp/news/nikkoren/yuigon2024.html
https://www.moj.go.jp/MINJI/common_igonsyo/pdf/number.pdf
https://www.courts.go.jp/app/sihotokei_jp/list?filter%5Btype%5D=1&filter%5ByYear%5D=2024&filter%5ByCategory%5D=3&filter%5BmYear%5D=2024&filter%5BmMonth%5D=0&filter%5BmCategory%5D=3
https://www.moj.go.jp/MINJI/common_igonsyo/pdf/guidebook_r5.pdf
https://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_0021299999.html


2025年７月の税務・総務予定

（税務）

＊所得税等の予定納税（1期分）

納期 令和7年7月1日(火)

～7月31日(木)まで

減額申請は、7月15日(火)まで

＊固定資産税等の第2期分の納付普

通徴収）の納付

７月中の条例で定める日

茅ヶ崎市 7月31日

東京23区 9月30日(1期 6月30日）

（総務他）

＊令和7年度労働保険の年度更新

6月2日(月)から７月10日(木)まで

COVID-19関連のデータはホームページ
(HP)に掲載しております。

今月は、税金に余り関係のない内容

です。裁判所前から最高裁判所の判断

が示されたというニュースを見ること

があると思います。最高裁判所の判断

は、最終審として実務を拘束するため

に、違反とされた判断が示されると法

律を改正しなければならないなど影響

は甚大です。

古くなってしまいましたが、最高裁

判所平成25年9月4日大法廷決定(破棄差

戻)で、婚外子の法定相続分を嫡出子の

2分の1とする民法の規定（900条四ただ

し書き）を違憲としたことから、平成

25年12月に民法が改正(平成25年法94号

）され、税の分野でも国税庁は、直ち

に税を軽減する更正の請求についてな

どの対応について公表しました。

今回は、最近の最高裁判所のホーム

ページ(web)の裁判例情報から、税金と

は余り関係はないのですがいくつか紹

介いたします。

1 最高裁令和6年7月11日第一小法廷判

決（一部破棄差戻）－宗教法人とその

信者との間で献金の返金を求めないと

いう合意が無効・違法かどうか－

宗教法人にした多額の献金は、宗教

法人の信者らの違法な勧誘によりされ

たものであるとして宗教法人等に対し

損害賠償等を求めた事例で、生前に、

これらの献金の返金請求がされないよ

うに献金の返還請求は行わないと約束

する旨の公正証書による念書が作成さ

れていました。

裁判所は、この念書の有効性につい

ては、この事件の種々の事情から公序

良俗に反し無効であるとしました。

また勧誘行為が違法かどうかは、「勧

誘に用いられた言辞・・のみならず、

寄附者の属性、家庭環境、・・献金の

経緯、目的、額及び原資、寄附者・・

等の資産や生活の状況等」を多角的に

検討しなさいとしました。

最高裁判所キャリア調査官の解説で

は、このような献金行為では、かなり

の時間が経過していたり、当事者が高

齢になっている場合であっても、上記

の観点に沿ってきめ細かな審理をする

必要があるとして、今後今まで以上に

同種事案の検討が行われる可能性を示

しています。

サラ金の過払い金みたいになってき

ました。

２ 最高裁判所令和7年6月16日第一小

法廷判決（棄却）－コロナ禍における

持続化給付金等の対象から風俗営業を

除外していいのか－

令和2年9月に関西地方のデリバリー

ヘルス運営会社が未払いの給付金や慰

謝料など計約450万円の賠償を求めて訴

えているとの報道がありました（朝日

新聞デジタル2020/9/23）(本誌374号)。

これは、給付金の対象から風俗営業

(特殊営業部分）の事業者を除外してい

る理由は、社会通念上、風俗営業に対

して公的資金による支援対象とするこ

とは国民の理解が得られ難いからだと

していますが、当時「理解が得られな

い」と言うことだけで平等に扱うべき

憲法の要請に反しないかなど、疑問を

呈する意見も聞かれました(新井・法学

セミナ－791号50頁2020）。

本判決は、新型コロナウイルス感染

症の拡大による持続化給付金等の対象

から風俗営業を行う事業者を除外した

ことは法の下の平等を定める憲法14条

等に違反するとして給付金の支払等を

求めたものです。

最高裁判所は、風俗営業を持続化給

付金の支給対象から除外したのは、そ

れら事業者に対して公費を支出してま

でその事業の継続を支えることは相当

でないと判断して給付対象から除外し

たのは不合理とまでは言えないとしま

した。

これに対して宮川美津子裁判長(令和

5年11月任官・出身：弁護士)から、反

対意見が出ています。

本給付金は、休業・営業時間短縮等

の営業自粛を求めた業種を問わず広く

影響を受けたことから緊急性の高い給

付金で給付対象となる事業者の事業の

種類によって異なる取扱いをすること

は予定されていない。そして風営法は

善良の風俗等を保持するなどの目的で

定められているが、バーや料理店など

風営法対象となる事業者（風営法2条

①）と同様に対象となっている特殊営

業についてのみ給付金の対象から除外

しているのは、給付金の趣旨、目的と

と合っていないとし「現行法上、本件

特殊営業は禁止ではなく規制がされて

いるにとどまり、そこで提供される接

客サービスは、人としての尊厳を害す

るものとして禁止されている『売春』

とは異なる」として反対意見が出され

ています。立法で解決する問題でしょ

う。

その他、いくつか紹介しておきます。

３ 最高裁判所令和7年3月5日第二小法

廷決定(棄却）－福島原子力発電所に発

生した業務上の責任について

４ 最高裁判所令和7年4月17日第一小

法廷判決(破棄自判）－懲戒免職者に対

する退職手当金の支給について

５ 最高裁判所令和7年6月27日第三小

法廷判決－生活保護の基準改定が生活

保護法に違反するか

（下線部分をクリックするとWebにリン

クします。）
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